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各市町村担当部長 殿

（財政主管課扱い）

奈良県地域振興部市町村振興課長

奈良県公立小中学校空調設備設置緊急支援補助金の活用について

標記のことについては、平成３１年度の予算において補助制度を創設することとし

ています。

つきましては、来年夏までに県内市町村全ての公立小中学校の普通教室における空

調設備設置の完了を目標に設備整備に取り組んでいただけるよう、予定している制度

の概要を別添のとおりお知らせいたします。

制度の積極的な活用に向けたご対応についてよろしくお願いします。



　
公立小中学校空調設備設置緊急支援補助金の活用に向けて

国庫１／３ 元利償還金の６０％：普通交付税措置33.3% 66.7%33.3%補正予算債（充当率：１００％）

国庫
県補助40.0% 6.7% 市町村負担20.0%

地方債
Ｈ３０国補正予算に基づく国交付金を活用した市町村に対し、地方交付税算入額を考慮

した実質的な地方負担額の１／４を事業完了翌年度に一括補助。

３１

○記録的猛暑が続いた状況をふまえ、全国に比べて大幅に遅れて

いる県内公立小中学校の空調設備設置を後押しするため、平成３平成３平成３平成３

０年度国補正予算（第１号）に基づく「ブロック塀・冷房設備対０年度国補正予算（第１号）に基づく「ブロック塀・冷房設備対０年度国補正予算（第１号）に基づく「ブロック塀・冷房設備対０年度国補正予算（第１号）に基づく「ブロック塀・冷房設備対

応臨時特例交付金」を活用して応臨時特例交付金」を活用して応臨時特例交付金」を活用して応臨時特例交付金」を活用して公立公立公立公立小中学校普通教室への空調設小中学校普通教室への空調設小中学校普通教室への空調設小中学校普通教室への空調設

備の設置に取り組む市町村備の設置に取り組む市町村備の設置に取り組む市町村備の設置に取り組む市町村に対し、緊急的な財政支援に対し、緊急的な財政支援に対し、緊急的な財政支援に対し、緊急的な財政支援を実施。

趣 旨

○設備整備費に係る国庫補助金及び地方債元利償還金に対する地

方交付税措置額を差し引いた実質的な市町村負担額に対する１／４実質的な市町村負担額に対する１／４実質的な市町村負担額に対する１／４実質的な市町村負担額に対する１／４

をををを補助補助補助補助

○交付税措置のある地方債を最大限活用するため、市町村の地方

債元利償還に要する経費を補助対象経費とし、市町村の償還が始

まる翌年度翌年度翌年度翌年度にににに補助補助補助補助

○県補助実施時期：補助対象事業完了年度の翌年度補助対象事業完了年度の翌年度補助対象事業完了年度の翌年度補助対象事業完了年度の翌年度

○予算措置：９億円を限度額とした債務負担行為

（平成３０年９月議会で承認）

県補助制度の概要

○総額：９８５億円（うち空調関係８１７億円）○国庫補助金を充当した残額には充当率１００％、地方交付税措置率６０％（従来は５０％）の補正予算債を起債できる。○迅速な対応が必要であることから、事前着工した事業（完了した事業も含む）も対象となる予定。○補助下限額の見直し： 学校単位で４００万円 → 市町村単位で４００万円
ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金（文部科学省分）の制度概要

（詳細は国において検討中）

「補助対象総事業費」

※「補助対象総事業費」とは、国交付金の交付限度額（事務費を除く。）を算定割合で割り戻した金額をいう。

奈良県による支援スキーム



補助金の基本的な考え方について補助金の基本的な考え方について補助金の基本的な考え方について補助金の基本的な考え方について

１．趣旨１．趣旨１．趣旨１．趣旨

○公立小中学校普通教室公立小中学校普通教室公立小中学校普通教室公立小中学校普通教室（公立学校施設費国庫負担金等に関する

関係法令等の運用細目に規定する普通教室をいう。以下同じ。）

の空調設備の設置に取り組む市町村の空調設備の設置に取り組む市町村の空調設備の設置に取り組む市町村の空調設備の設置に取り組む市町村（地方自治法第２８４条第１

項に規定する地方公共団体の組合を含む。以下同じ。）の財政負の財政負の財政負の財政負

担の軽減担の軽減担の軽減担の軽減を図り、また教育環境の改善により児童及び生徒の学習

意欲や規範意識など、教育パフォーマンスの向上教育パフォーマンスの向上教育パフォーマンスの向上教育パフォーマンスの向上を図るための緊緊緊緊

急的な財政支援急的な財政支援急的な財政支援急的な財政支援措置として、市町村が平成３０年度国補正予算（平成３０年度国補正予算（平成３０年度国補正予算（平成３０年度国補正予算（

第１号）に基づく「ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金」第１号）に基づく「ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金」第１号）に基づく「ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金」第１号）に基づく「ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金」

を活用して空調設備を設置する事業に対してを活用して空調設備を設置する事業に対してを活用して空調設備を設置する事業に対してを活用して空調設備を設置する事業に対して、当該経費のために当該経費のために当該経費のために当該経費のために

借り入れた地方債の償還財源借り入れた地方債の償還財源借り入れた地方債の償還財源借り入れた地方債の償還財源を対象に、予算の範囲内で補助金を

交付します。

２．補助対象団体２．補助対象団体２．補助対象団体２．補助対象団体

○補助金の交付の対象となる団体は、市町村とします。対

３．補助対象事業３．補助対象事業３．補助対象事業３．補助対象事業

○補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」とい

う。）は、公立小中学校の普通教室に空調設備を設置する事業公立小中学校の普通教室に空調設備を設置する事業公立小中学校の普通教室に空調設備を設置する事業公立小中学校の普通教室に空調設備を設置する事業

のうち、市町村において平成３０年度国補正予算（第１号）に市町村において平成３０年度国補正予算（第１号）に市町村において平成３０年度国補正予算（第１号）に市町村において平成３０年度国補正予算（第１号）に

基づく「ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金」（以下「基づく「ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金」（以下「基づく「ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金」（以下「基づく「ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金」（以下「

国交付金」という。）の要望を行い、交付に向けた手続きを行国交付金」という。）の要望を行い、交付に向けた手続きを行国交付金」という。）の要望を行い、交付に向けた手続きを行国交付金」という。）の要望を行い、交付に向けた手続きを行

った事業った事業った事業った事業とします。



４．補助の対象となる経費及び補助金の額４．補助の対象となる経費及び補助金の額４．補助の対象となる経費及び補助金の額４．補助の対象となる経費及び補助金の額

補助の対象となる経費及び補助金の額は、次のとおりとし、補

助金は、補助対象事業完了年度の翌年度に交付補助対象事業完了年度の翌年度に交付補助対象事業完了年度の翌年度に交付補助対象事業完了年度の翌年度に交付します。

※「補助対象総事業費」とは、補助対象事業にかかる経費のうち、国交付金交

付要綱に基づいて算出した交付限度額（事務費を除く。）を同要綱で定める算

定割合で割り戻した金額（市町村ごとに国交付金の配分基礎額として積算され

た金額であり、実工事費が当該配分基礎額を下回る場合は、実工事費）をいい

ます。

補助の対象となる経費 補 助 金 の 額

補助対象総事業費

※
に

充当された地方債の元

利償還に要する経費及

び当該地方債の償還

財源として減債基金等

に積み立てるための経

費

補助対象総事業費

※
に充当された地方債の元利償還に要す

る経費から、当該地方債にかかる地方交付税措置額として

算出される額及び運用に基づく利息に相当する額として知事

が定める方法により算定した額を控除した額の４分の１以内

の額（算定した額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てた額）とし、当該地方債の元利償還に要する

経費の総額を上限とします。

なお、学校単位での補助対象総事業費が２億円を超える場

合、２億円を補助対象総事業費とします。

５．補助金の管理５．補助金の管理５．補助金の管理５．補助金の管理

○補助金の交付を受けた市町村は、補助金を補助金を補助金を補助金を補助対象総事業費に充

当された地方債の元利償還金に充当し、残額を減債基金等に積み立地方債の元利償還金に充当し、残額を減債基金等に積み立地方債の元利償還金に充当し、残額を減債基金等に積み立地方債の元利償還金に充当し、残額を減債基金等に積み立

てててて地方債の償還財源として適正に運用適正に運用適正に運用適正に運用していただくものとします。

また、その償還状況について毎年度知事が定める日までに別途定

める様式により知事に報告していただくものとします。

６．その他６．その他６．その他６．その他

○平成３１年度当初予算成立後を目処に、速やかに補助要綱を制定

し制度の詳細をお示しする予定です。


